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個別企業は,その人的資源に関する経営政策として総額人件費の問題を回避することはできない｡一方での教育･能力開発の対象
者である基幹的労働者への積極的な投資と,他方での非典型雇用の創出･拡大という傾向が現代の企業の現実である｡現代の企業は
そうした傾向を所与とする戦略的な人的資源管理を推進することになる｡
このような状況を考えると, P.オスターマンやE.アペルパーム-R.バートらの研究対象である｢高菜積業務システム｣の存在は
注目に値する｡とりわけ,アメリカ製造業企業の将来を非典型雇用の拡大などの人件費削減策に求めるのではなく, ｢アメリカ型
リーン生産｣や｢アメリカ型チーム生産｣という｢高業績業務システム｣を模索する研究姿勢は,現代の先進;ff本主義国に共通する
深刻な課題を反映していると考えられる｡
本稿は,そうしたアメリカの｢高菜積業務システム｣に開通し,それを構成する要素と考えることのできる｢コンビテンシー･モ
デリング｣に基づく業務革新をモトローラの半導体製造部門の事例において検討することを課題とするものである｡
なお,モトローラの半導体製造部門は,モトローラより分離され, 2004年にフリースケール･セミコンダクタ社として株式公開を
果たしている｡現在の状況は,本稿で検討している事例とは異なるであろうが.本事例はアメリカ製造業企業の一定の傾向を示して
いる点において,限定的ではあるが検討する意義は大きいと考えている｡
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Theindividualfirms would not be able to evade the issue of the total labor cost as a management policy concerning the human re-
sources. Im contemporaⅣ enterprises, We can see the tendency such as a positive investment to core workers in one side and the ex-
pansions of contingent workers in the other side. ContemporaIY enterprises will promote a strategic human resource management that
such a tendency is made assumption.
When thinking about such a situation, existence of "high-performance work systems" that Eileen Appelbaum and Rosemary Batt
Study is remarkable. Especially, it is thought thatthe research posture in whichthefuture of the U. S. manufacturing enterprises is
not requested血･om the labor cost reduction plan such as the expansions of contingent workers but it gropes for "American version of
lean production" and "American team production" renects a serious problem common to contemporary industrialized nations.
With this paper, I examine "competency modeling''in relation to the work place innovation at Motorola Semiconductor Products Sec-
tor.
Keywords : human resource management, high-performance work systems, competency modeling, Motorola, Inc.,globalization
1.業務システム革新と人的資源管理　　　　　な労働様式や労働能力の形成を前提として初めて
可能となることを意味している｡そうした条件に
ト1.現代資本主義と人的資源管理　　　　　　　　基づいてのみ利潤の源泉となる剰余価値の生産体
現代資本主義はその存続の条件として,生産　　制が成立しうることになる｡したがって,現代資
力･生産技術の高度な発達と,それに対応する労　　本主義は,高度な労働様式や労働能力の形成,そ
働の高度な発達を不可欠としている｡それは,生　　の主体である労働者の成長を不可避とする｡
産力･生産技術の高度化が,それに対応する高度　　　しかし,他方において現代資本主義は,いまだ
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劣悪な労働や失業,貧困の問題を解決しえずにい
る｡むしろ,そうした状況は現代資本主義の存続
の別の条件を形成していると考えられる｡
もとより,個別企業の内部における｢人的資源
管理｣ (human resource management)の問題に
も,このような状況が反映している｡個別企業は,
その人的資源に関する経営政策として総額人件費
の問題を回避することはできず,一一一万での教育･
能力開発の対象者である基幹的労働者への積極的
な投資と,他方での非典型雇用など不安定雇用労
働者の創出･拡大という傾向を顕著に示している｡
現代の企業はそうした傾向を所与とする戦略的な
人的資源管理を推進することになる｡
このような状況を考えると, P.オスターマン
(Paul Osterman)やE.アペルパーム-R.バート
(Eileen Appelbaum and RosemaⅣ Ba仕)らの研
究対象である｢高菜積業務システム｣ (high-
perbrmance work systems : HPWS) 1)の存在は注
目に値する｡とりわけ,アメリカ製造業企業の将
来を非典型雇用労働者の拡大などの人件費削減策
に求めるのではなく, ｢アメリカ型リーン生産｣
(American version of lean production)や｢アメ
リカ型チーム生産｣ (American team produc-
tion)という｢高業績業務システム｣を模索する
研究姿勢は,現代の先進資本主義国に共通する深
刻な課題を反映していると考えられる｡
本稿は,そうしたアメリカの｢高菜積業務シス
テム｣に関連し,それを構成する要素と考えるこ
とのできる｢コンビテンシー･モデリング｣
(competency modeling)2)に基づく業務システム
革新を,モトローラ社(Motorola,Inc.)の半導体
製造部門(Semiconductor Products Sector : SPS)
の事例において検討することを課題とするもので
ある｡
なお,モトローラの半導体製造部門は, 2003
年10月6日にモトローラより分離されることが
発表され, 2004年6月16日にフリースケール･
セミコンダクタ社(FreescaleSemiconductor,
Inc.)として株式公開を果たしている｡現在の状
況は,本稿で検討している事例とは異なるであろ
うが,本事例はアメリカ製造業企業の一定の傾向
を示している点において,限定的ではあるが検討
する意義は大きいと考えている3)｡
1-2.アメリカの競争戦略と｢グローバリゼー
ション｣
21世紀-の転換期に,一挙に加速した｢グ
ローバリゼーション｣ (globalization)は,先進資
本主義国･発展途上国を問わず,文字通り地球規
模で影響をもたらしている｡その影響は,政治･
文化･企業経営のあらゆる領域におよんでいる｡
グローバリゼーションは, 1990年代初頭に始
まる東ドイツ･ポーランド･ハンガリーをはじめ
とする東欧社会主義諸国およびソビエト社会主義
共和国連邦の体制崩壊とそれらの国々の市場経済
体制への移行,さらに中華人民共和国の政策転換
による社会主義市場経済体制への移行により地球
規模で市場経済体制が形成されたことに起因する｡
こうしたグローバリゼーションは, ｢情報通信技
術｣ (information technology: IT)をはじめとす
る生産力･生産技術の高度な発達を条件にして展
開することになる｡
したがって, 20世紀資本主義の指導的立場に
あるアメリカ合衆国が,自由市場経済体制の覇者
であり, ITをはじめとする高度な生産技術の主
要な生産国であるがゆえにグローバリゼーション
のイニシアティブを掌握するのは当然のことで
あった｡
ところが,グローバリゼーションはアメリカ自
体にも変革を促す｡すなわち,グローバリゼー
ションは,市場経済体制に本質的に存在する競争
を地球規模で激化させることになり,活動主体で
ある企業を｢大競争｣ (mega-competition)の渦
中-と導く｡それゆえ,その影響は,グローバリ
ゼーションの主要な推進者であるアメリカの巨大
企業に対しても例外なく及ぶことになり,競争力
のいっそうの強化･維持のため,産業システムか
ら企業内部のシステムにいたるまで徹底的な革新
をせまるものとなった｡
ところで,アメリカは1970年代後半から1980
年代,国際競争力の低下に直面し,歴代の政権は,
国際競争力の回復を迫られていた｡例えば,レ-
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ガン政権時の1985年には,報告書『ヤングレ
ポート』 4)が発表され,各種の提案がなされた｡
その内容は,アメリカの国際競争力低下の直接の
要因を製造業の競争力低下に求め,その打開策と
して,新技術の創造･実用化･保護,資本コスト
の低減,通商政策,人的資源開発の重要性を指摘
している｡特に,人的資源開発に関して,労使協
調化,大学･研究所の技術教育支援,実務学校の
支援,教育面での連邦と民間の協力,教育技術の
促進が提案されていることは特筆に価する｡こう
した内容は直接,政策には反映されなかったもの
の,以降,国際競争力が一定回復を見た1990年
代における産業政策に継承されることとなる｡
1993年には,アメリカ労働省(U.S.Depart-
mentofhbor)内にアメリカ職場局(Office of
the American Workplace)が設置され,アメリカ
企業における労働生産性と企業業績に関する調査
を行い,翌1994年に高業績をあげている職場の
事例を検討する『高業績職場への道程』 (Road to
High-Pedormance Workplace : A Guide to Better
Jobs and BetterResults)が公刊される5)｡
さらに, ｢経済政策研究所｣ (′me Economic Pol-
icy Institute)の後援によりアペルパーム-バート
が行った研究は,グローバリゼーションとIT化
のもとでのアメリカ企業の内部システム,ことに
業務システムにおける革新の方向性を検討してい
る6)｡こうした例は,グローバリゼーションの主
要な推進者であるアメリカの巨大企業に対しても,
競争力のいっそうの強化･維持のため,産業シス
テムから企業内部のシステムにいたるまで徹底的
な革新をせまるアメリカの真剣な対応の一端を十
分に示すものである7)｡
上記の両者に共通することは,企業内部のシス
テムの革新として,等しく, ｢高業績業務システ
ム｣に言及し,そのアメリカ企業への導入につい
て検討している点である｡次節では,グローバリ
ゼーションのもとでアメリカ企業が業務システム
の革新のために新たな代替的選択肢(alterna-
tives)として｢高業績業務システム｣を模索する
アペルパーム-バートの研究を検討する｡
2. ｢高業績業務システム｣の模索
｢高業績業務システム｣とは,オスターマンに
よれば,アメリカの企業が1980年代と90年代の
競争的な課題に対応した最も重要な方法の一つで
ある｡それは,業務に関する意思決定への参加を
確保する一連の施策から構成されるシステムであ
り,ブルーカラーのみならずホワイトカラー業務
にも適用される8)｡前述のアメリカ職場局の提言
では,それは,教育訓練と継続的な学習,情報の
共有化,従業員参加,組織構造,労使のパート
ナーシップ,業績とスキルに関連した報酬,雇用
保障,業務環境支援という諸実践から構成されて
いる｡こうした｢高業積業務システム｣は,従業
員のもつ想像力や創造性に依拠するものであり9),
従業員の｢自発的努力｣ (discretionary efforts)
を通じて企業業績の向上をもとめるものである｡
注意しなければならないことは,こうした｢高業
績業務システム｣を形成することが人的資源管理
の課題であると考えられていることである10)｡
以下では,アペルパーム-バートによるアメ1)
カにおける｢高業績業務システム｣の模索の過程
を検討したい｡
2-1.大量生産モデルの崩壊
1945年から1970年までの時期の工業化経済の
急速な成長の原因は, ｢大量生産｣ (mass produc-
tion)に基づく社会経済システムに固有な生産性
の漸次的上昇と産出量の増大にある｡そのシステ
ムは,相互関係的な特徴に依存している｡それは,
専門化した技術,テイラー的作業組織,企業と労
働者の間での成果の配分,実質賃金の上昇に基づ
く消費の拡大,加速度原理に基づく投資のダイナ
ミズムである｡
しかし,生産性の累積的上昇のための枠組みは,
現在ではほぼ完全に解体したという｡アペルパー
ム-バートは,その理由として次の2つの要因を
あげている｡
第1に,標準的製品･価格志向の大量生産市場
において新興工業国(NICs),さらに発展途上国
(LDCs)の企業が,アメリカの企業に比較して低
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賃金で,優位に競争を展開していることである｡
そのことは,アメリカの消費ダイナミズムを活性
化させる実質賃金の上昇と,投資を支える生産設
備能力の高稼働の卜否を侵食している｡
第2に,マイクロプロセッサーを基盤とする技
術に特有の生産の多様化と顧客の特別注文に対応
する能力の強化は,大量生産のコスト優位性を低
1､一させ,品質志向市場での競争を激化させてきて
いる｡したがって,アメリカの企業は,コスト,
品質,顧客の特別注文に基づく競争を展開しなけ
ればならないU
標準的製品の大量生産を基盤とする生産性の累
積的改善とコスト削減は,アメリカの企業にとっ
て競竹優位の卜分な条件とはいえない()むしろ,
アメリカの企業は,もはや大量生産のもとで｢習
熟曲線｣ (learning cuⅣe)をトノ封こシフトするこ
とによって享受してきた生JC1年の累積的上昇を獲
得することはできない(〕イノベーションを妨げ,
製品の多様性を回避し,習熟曲線を卜万に定着さ
せる人品生産に執着する限りアメリカは競争優位
を得ることはできないのである｡
品質志向の市場で効果的に競争を展開するため
には,組織学習の新たな源泉を保障し,高品質･
高付加価植･多様な製｢晶生産を叶能にする新たな
業務システムへの転換を必要としているのである｡
アメリカでは, 1970年代以来,こうした問題
に取り組む基盤が拡大してきている｡アペルパー
ム-バートは,比較的早い時期に登場した大量_･生
産を改革するアプローチとして次の2つを指摘し
ている｡第1は,アメリカの｢人的資源モデル｣
(American human resource model)であり,啓
発的な経営管理のための基礎と考えられている｡
第2は, ｢柔軟な人量生死｣ (flexible mass pro-
duction)と呼ばれる,コスト削減と労働強化を
通して,大量生産をより効率的にするアプローチ
である11)0
1)アメリカの｢人的資源モデル｣
アメリカの｢人的資源モデル｣とは, ｢動機づ
け｣ (motivation)に関する産業心理学の理論, ｢職
務拡人｣ (jobenlargement)や｢職務充実｣ (job
enrichment)に関する行動科学理論(behavioral
sciences),コミュニケーションの改善や従業員
参加に関する組織行動論(organizational behav-
iortheory)に対応して, 1950年代から1960年
代にかけて展開されたモデルのことである｡〕
1960年代に展開された職場における個人行動
に関する心理学理論は,従業員の職務満足の維持
が職務遂行の改善に導くと仮定していた｡)帖時期
に展開された行動科学理論は,より多くの多様性,
挑戦,そして新しい技能を開発する機会を職務設
計に導入することにより,労働者の職務への関心
と,職務遂行の動機づけが高まると主張した｡組
織行動諭は,組織と個人のl川勺の共通性を強調す
る｢統一的視点｣ (unitaIY View)をこのモデルに
設定した｡労使関係モデルとは異なり,このモデ
ルは,経営者と従業員との問の人間閲係の心理的
側面に関心がある｡
しかし,このモデルは,大量生産の論理に根本
的に挑戦しているわけではない｡このモデルでは,
個人的インセンティブ-の注目を顕著な特徴とし
ており,競争優位の源泉として想定されているが,
最人の問題は,職務設計と職務満足,あるいは職
務満足とそれに伴う労働生産性との相関関係が実
証されていないことにあると指摘されている12)0
2) ｢柔軟な大量生産｣
｢柔軟な大量生産｣は,コスト削減,正規常用
労働力の削減,さらにマイクロプロセッサーによ
る情報処理技術の広範な利用によって,競争の激
化からもたらされる変革-の圧力に対応する多く
のアメリカ企業が採用したアプローチである｡こ
のアプローチは,経営管理の階層的構造,監督者
と労働者間の従来型の権力関係,計画と執行の分
離,作業のルーチン化に依存している｡それには,
より柔軟な技術(プログラム化叶能な上作機械,
原材料の配送を計画化する経営管理情報システ
ム)の利用,生産労働者の非熟練化の中での熟練
労働者の教育訓練の強化,需要の変化に対応する
柔軟性を確保するための卜請化,労働者との･時
的な雇用契約が含まれているし,
しかし,それらは生産システムの基本的特質を
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変化させておらず,企業の基本構造や権力構造に
は全く抵触してはいない｡むしろ,低コスト化の
追求により,大量生産を一層効率的に遂行するア
プローチであり,大量生産システムの境界内にお
ける改革であり,企業業績の継続的な改善や,市
場需要の変化に迅速に対応する企業能力,品質志
向の市場で競争する企業能力を改善するものでは
ないと指摘されている13)｡
2-2.高付加価値生産と業務システムの革新
アメリカの企業や労働組合は,アメリカの過去
の事例からだけでなく,海外の国々で成功してい
る競争者の事例からもアイディアや技術を積極的
に摂取してきた｡アペルパーム-バートは, 1970
年代から1980年代初めに他の国々で出現した代
替的なシステムを考察し,概念上の明確性と統一
性のために, ｢経営管理方法｣, ｢作業組織｣, ｢人
的資源管理｣, ｢労使関係｣という4つの構成要素
によってそれぞれのシステムを定義している｡ス
ウェーデンの｢社会･技術システム｣ (Swedish
sociotechnical systems),日本の｢リーン生産｣
リapanese lean production),イタリアの｢柔軟な
専門化｣ (Italianflexible specialization),ドイツ
の｢多様な高品質生産｣ (German diversi鮎d pro-
duction)がそれである｡ここでは,そうした構
成要素による詳細な検討はできないが,本稿の課
題に関連する各システムの特徴を示しておきた
い14)｡
l)スウェーデンの｢社会･技術システム｣
スウェーデンの｢社会･技術システム｣は, 1950
年代にイギリスの｢タビストック人間関係研究
所｣ (Tavistock Institute of Human Relations)で
開始された研究に基づく,社会システムと技術シ
ステムとの適合をはかるアプローチである｡ 1970
年代初頭に労働再編を目指したスウェーデンでは,
労働を人間的なものにするために｢自律的作業集
団｣ (autonomous work group)を活用することに
着目した｡ 1980年代以降,スウェーデンの企業
は,ボルボ(Volvo)やサーブ(Saab)といった
企業が競争する小規模のニッチ市場にも影響を及
ぼす新たな競争条件に対応するために,労働の生
産性と人間性をともに回復させる脱中央集権的で
柔軟な生産システムを追求した｡
スウェーデンで採用されている作業チームは,
職場での固有な問題に取り組むために特別に設置
される｢品質管理サークル｣ (qualityControl cir-
cles)のようなものではなく,公式の機能的な作
業組織である｡作業チームは柔軟性を高めるため
に,広範な高度の能力を備え,チーム･メンバー
は多様な作業に取り組んでいる｡その自律性の程
度は,種々多様である｡ボルボのウデヴァラ工場
(Uddevallaplant)では,完全に自律的なチーム
が自動車を組み立てていた｡内部で自己を規制し,
ペース配分や調整,手順,品質管理について責任
を負うチームは,業績を向上させる際にスウェー
デンの組織に不可欠なものである｡このシステム
の主な優位性は,高度なデザイン品質をきわめる
能力であり,それにより奮移品市場やニッチ市場
で良い成果を上げている15)｡
2)日本の｢リーン生産｣
日本の｢リーン生産｣は,日本の生産管理にお
ける新しいアプローチである｡原材料の円滑な流
れを妨げるものは,生産における遅延と不安定を
引き起こす原因である｡リーン生産では,エンジ
ニアはこれらの障害を減らすために様々な技術を
駆使している｡それには,段取り替えの促進,工
場設備の配置の合理化,品質管理についての教育
訓練,設備メンテナンスの改善,生産の簡素化を
可能にする製品設計の単純化,生産工程の単純化
と不良品率の減少のための労働者自身による問題
解決行動などが含まれる｡日本のエンジニアは,
E.デミ　ング(EdwardDeming)やJ.ジュラン
UosephJuran)らによって開発された品質管理
の概念を応用することでリーン生産を発展させた｡
デミングのアプローチは, F.W.テイラー(Fre-
derickWinslowTaylor)と同じく｢科学的｣で｢工
学的｣であるが,赦密な分業と,計画と執行の分
離によって得られる生産性の向上にのみ焦点をあ
てているのではない｡むしろ,統計的な方法を用
いて品質と生産性を同時に改善するために教育を
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受けた従業員に依拠するアプローチである｡
作業チームを基盤とする作業組織もまた企業の
目的を支えている｡各チームは,設備の維持,安
全,品質管理など様々な業務に対して責任をもつ｡
しかし,日本の作業チームは自律的ではない｡
チームの班長は管理業務を行い,労働者を監督し,
標準化された作業手順を踏む際に重要な役割を果
たしている｡日本のリーン生産は,現場の労働者
の参加を拡大しているが,権限についてはそうで
はない16)｡
3)イタリアの｢柔軟な専門化｣
イタリアの｢柔軟な専門化｣は, 1970年代か
らの経済変動の激化と多様性に富む需要の増加を
発端として始まった｡市場環境の激変は,中央集
権的で階層化された大企業,特定の目的のために
設計された設備,単純労働あるいは半熟練労働の
反復的で断片的な作業を組み合わせることによっ
て達成されるものよりは,いっそうの柔軟性と汎
用性を求めている｡前述の｢柔軟な大量生産｣も
一一一面でこうした状況に対応するものであったが,
製品の種類を増加すればコストも増大し,品質を
重視する顧客の特別注文に対応する企業の能力を
向上させるわけではない｡
柔軟な専門化は次の点を強調している｡ ①多品
種･小規模生産,すなわち小規模バッチ生産のコ
スト競争力を改善するITの導入により,実行可
能性が増した戦略, (彰専門化により効率を上げ,
協力により柔軟性を達成する小規模生産者の強力
なネットワーク, ③国家レベルでは貸金水準につ
いて交渉し,地方レベルでは作業組織の協力的な
解決や労働の柔軟な配置を要求する,労働者の利
益代表としての労働組合, ④コストを削減し,協
調を奨励することで共同的に商品とサービスを提
供する地方自治体,である｡
柔軟な専門化が克服した大量生産の深刻な問題
の1つは,過剰設備である｡企業間に協調的な関
係を築くことにより,個々の企業は過剰となる設
備を投入することなく,需要の増大に対応するこ
とができる｡また,ネットワーク組織は高度な技
術者を雇用し,流動的で協調的な関係を築くこと
によって競争力を獲得し,製品に対する需要の変
動や,多様性と特別注文に関する顧客の要望に迅
速に対応することができる17)｡
4)ドイツの｢多様な高品質生産｣
ドイツの｢多様な高品質生産｣は,労働組合の
高度な組織化がなされたドイツの製造業企業に
あって, 1970年代と1980年代に高賃金を支払い
ながら世界市場において競争力を維持しようとす
るアプローチである｡それは,小規模で専門化し
た生産者が品質と特別仕様生産を犠牲にすること
なく生産量を増大する場合,あるいは大量生産者
が品質とデザインを向上させ製品の種類を増やす
ことにより市場を高度化する場合,現れる生産方
法である｡大量生産は,企業に｢規模の経済｣
(economies of scale)の利益をもたらしたが,他
方,製品の多様化のために労働の技能や高度な技
術を利用することによって新たに｢範囲の経済｣
(economies of scope)が実現可能となる｡マイク
ロエレクトロニクス(micro electronics: ME)
技術は, 2つの方法により,このアプローチを支
援した｡第1に, ME技術は,以前よりも少ない
生産量で損益分岐点に到達できるように規模の経
済を変革したことである｡第2に, ME技術は,
オートメーション化された設備を既存の製品に専
有されずにすむようにしたため,生産設備の硬直
性が程和されたことである｡
しかしながら,柔軟な技術はこのシステムの柔
軟性を説明するものではない｡それは,労働者の
広範囲にわたる技能が,大規模な内部の再訓練と
再配置を可能にする組織の柔軟性に帰せられる｡
それぞれの代替的生産システムは,現代の世界
市場における競争条件のもとでは大量生産に対し
て顕著な競争優位を持っている｡しかし,アペル
パーム-バートによれば,大量生産の後継モデル
はいまだ現れてはいない18)｡
2-3. ｢高業績業務システム｣のアメリカ･モデル
アペルパーム-バートは,代替的な生産モデル
の分析からそれぞれのモデルが独自の内的論理を
もちながら,幾つかの特徴を共有していることを
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指摘している｡それは,柔軟な技術の活用,特定
の形態での労働者の参加あるいはチーム労働,十
分な従業員教育および訓練,従業員の教育水準と
経営の意思決定への労働者の関与に現れる労使間
のギャップの縮小,品質意識,生産過程における
成果の達成に関わる労働組合と従業員代表委員会
の積極的な役割,である｡アメリカの企業では,
そうしたシステムを断片的に採用し,試行錯誤し
ているが,これらを総合した統一的な業務システ
ムはいまだ開発されていない｡しかし,成功して
いる企業では｢高業績業務システム｣と考えられ
る2つのシステムが出現していることが指摘され
ている｡第1は, ｢アメリ　カ型リーン生産｣
(American version of lean production)であり,
第2は, ｢アメリカ型チーム生産｣ (American
team production)である｡
1) ｢アメリカ型リーン生産｣
｢アメリカ型リーン生産｣は, ｢マルコム･ボル
ドリッジ国家品質賞｣ (Malcolm Baldrige National
Quality　Award:以下,ボルドリッジ貴と略記)
の基準によって特徴づけられる｡この賞は,企業
に品質や顧客サービスを重視するように奨励し,
顧客の視点や要求にしたがって内部システムをリ
エンジニアリングする｡基準は,トップ･マネジ
メントの戦略的役割と競争力改善における品質管
理システムを重視するTQMを反映している｡問
題の85%は経営管理者に, 15%は従業員に帰す
るというTQMの原則に呼応して,ボルドリッジ
賞申請のポイントの85%は,経営管理方法とプ
ロセスの改善にあてられる｡
アメリカ型リーン生産は,人的資源管理や労使
関係政策に関して日本型と著しく異なっている｡
たとえば,アメリカのボルドリッジ賞と日本の
｢デミング賞｣ (DemingPrize)の各受賞企業を比
較すると,日本では,継続的な改善運動に常設の
QCサークルにより労働者が大量動員されている
が,アメリカでは,特定の問題解決のために一時
的な職場横断的チームが利用されている｡
1990年にボルドリッジ賞を受賞したミネソタ
州ロチェスターのIBMは,教育訓練やTQM原
理の適用を促進するために,アメリカの9校の大
学と共同しており,資金や設備の援助をしてい
る19)｡
2) ｢アメリカ型チーム生産｣
｢アメリカ型チーム生産｣は,社会･技術システ
ムの職務設計と自主管理チームの適用に始まった
が,他国からの一連の折衷的アイディアを組み入
れている｡それは,日本のジャスト･イン･タイ
ム在庫管理,デミングのTQCと統計的工程管理,
アメリカの人的資源モデルで展開されたインセン
ティブと貸金管理,団体交渉とQWL (Quality of
WorkingLife)の経験から獲得した独自の労使
パートナーシップである｡
チーム概念は,社会･技術システム･アプロー
チのそれよりも広範囲の活動に及び,意思決定の
多様な領域(作業設計,作業過程,管理および人
事の問題)への関与,意思決定に対する実質的な
統制あるいは自律性の程度が重視される｡
たと　えば, GMのサター　ン工場(Saturn
plant)では,基本的ユニットは,作業の流れ,
品質,人的資源問題を処理するための権限と責任
をもつ6人から16人のメンバーによる自主管理
チームである｡各ユニットは,設備レベルの操業
問題を処理する労使共同の委員会を組織する｡そ
の他には製造と組み立てを包括する｢製造活動協
議会｣ (Manufacturing Action Council)や,全社
的レベルで長期経営計画を行う｢戦略活動協議
会｣ (strategic Action Council)がある20)｡
｢アメリカ型リーン生産｣と｢アメリカ型チー
ム生産｣というこの2つのモデルにはかなりの共
通点がある｡両者はともに,類似する情報技術の
応用と,業績改善のための類似の品質管理方法に
依存している｡しかし,この2つのモデルは,労
働力の流動化の側面と,人的資源および労使関係
の管理方法の戦略的価値に与える相対的比重とい
う側面で異なっている｡リーン生産モデルは,経
営管理的,技術的専門知識と中央集権的な調整と
意思決定に最も重点をおいている｡それと対照的
に,チームを基礎とするモデルは,スウェーデン
の社会･技術システムと品質工学の原理を結合し,
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競争の優位と,生産レベルの労働力の絶え間ない
改善とに重点をおいている｡それゆえ,このモデ
ルでは意思決定を十分に分権化している｡さらに
それは,組織の幾つかのレベルで労働者の利害を
代表する組織を組み込んでいる｡リーン生産と
チーム生産システムの両者は,労働組合状況か非
労働組合状況かにかかわらず存在する｡
アペルパーム-バートは, ｢高業績業務システ
ム｣の研究に際して,個別企業の事例を詳細に検
討しているわけではない｡モトローラに関して直
接言及しているのは,ボルドリッジ賞受賞企業と
して,ホワイトカラー環境の品質改善についてふ
れている点のみである21)｡まして,コンビテン
シーに関しては対象としていない｡しかし,アペ
ルパーム-バートが,先に諸外国の代替的システ
ムの共通の特徴について指摘していた柔軟な技術
の清川,特定の形態での労働者の参加あるいは
チーム労働,十分な従業員教育および訓練,従業
員の教育水準と経営の意思決定-の労働者の関与
に現れる労使間のギャップの縮小,品質意識,生
産過程における成果の達成に関わる従業員代表委
員会の積極的な役割,についてはモトローラの事
例に　一定程度見ることができる｡こうした観点か
ら次節以降ではモトローラの事例を検討したい｡
3.モトローラの経営革新
3-1. ｢イリジウム｣事業計画と｢シックスシグ
マ｣
モトローラは, 1990年6月,デジタル衛星携
帯電話システム事業として｢イリジウム｣事業計
画を発表したo　この衛星電話システムは,当
初, 77機の人T.衛星を打ち卜げて携帯電話の基
地局とし,都市だけでなく,山地や海上,極地な
ども含めて全地球を通話エリアにする世界中どこ
でも使える衛星電話を普及させようというもの
で, 77という数字にちなみ, 77番目の元素とl司
じ名前｢イリジウム｣ (Iridium)と名付けられた｡
その後,衛星の数は地球の北極から南極にまたが
る6つの軌道卜に11機ずつ,計66機に変更され
配置された｡最初の衛星5機が1997年5月に打
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ち上げられて以来, 1991年6月設立のイリジウ
ム社(IridiumLLC)を中心に,世界15カ国19
社の協力によってイリジウム事業計画は進めら
れ, 1年間で15回に分けて衛星を打ち上
げ, 1998年11月1日よりサービスが開始された｡
衛星1機あたり直径約4,400kmのエリアをカバー
し,携帯電話と衛星,衛星と関門局,それに衛星
同士も通信しあうことで,中継施設を作れないよ
うな場所でも携帯電話同士,あるいは地球局を経
由して地上の加入電話や携帯電話とも通話ができ
るシステムになっている22)｡
なお, 50億ドルもの設備開発投資で開始した
イリジウム事業は,僅か6万件程度の顧客しか集
められず, 1999年8月に破産手続に移行し, 2000
年にサービスが終結したが, 2万件の加入契約を
していたアメリカ国防省が地球上の僻地通信の手
段として2年間7,200万ドルの契約を更新したの
を機会に, 2001年,新会社イリジウム･サテライ
ト社(Iridium Satellite LLC)が僅か2,500万ドル
で資産を買い取り,事業を継続している23)｡
モトローラで｢イリジウム｣事業計画が推進さ
れていた当時,それを実現するためには,生産シ
ステムや作業レベルで高度な品質管理が必要で
あった｡モトローラでは, 1970年代末,日本の
製造業企業の攻勢に対して,円本企業の競争力を
徹底的に調査し,生産技術水準と製品品質の高さ
がその要因と考え,約2年間,日本企業のQC活
動を研究した｡ 1979年, QC活動は導入され,全
社運動に発展した｡そうした活動を体系化したも
のが, ｢シックスシグマ｣ (60)である｡ ｢シック
スシグマ｣は, ｢イリジウム｣事業計画が開始す
る以前の1987年にモトローラに導入され,全社
的な品質管理をはじめとする包括的な経営管理シ
ステムに発展していた｡
経営手法としての｢シックスシグマ｣とは,エ
ラーやミスの発生率を3.4//1,000,000以卜にす
るという高レベルの目標設定を行った上で推進す
るという全社的活動である｡すなわち,シックス
シグマ法は,品質特性値が正規分布に従えば, 6
シグマの外に出る確率は, 100万回に3.4となる｡
シグマは品質特性値のバラツキを表し,標準偏差
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と訳されている｡ 4シグマでは100万凹に6210
件のエラー確率であり, 5シグマではl司じく233
件となる｡ちなみに, 7シグマでは1兆回に3回
のエラーであり,現実的ではない｡シックスシグ
マ手法を用いた経常改革プロセスは,大筋におい
てDMAICと呼ばれるプロセスを経て,最終的に
シックスシグマ基準に到達することを目指す手法
である｡ DMAICのプロセスとは, ｢ディファイ
ン｣ (Define:定義), ｢メジャメント｣ (Measure-
ment:測定), ｢アナリシス｣ (Analysis:分析),
｢インプルーブメント｣ (Improvement:改善),
｢コントロール｣ (Control:改善結果定着のため
の管理)であり,特にM (測定)とA(分析)を
重要視している｡
モトローラでシックスシグマ導入に伴って掲げ
られた目標は,品質を2年ごとに10倍,すなわ
ち4年で100倍向上させるというものであった｡
シックスシグマ導入後の1988年には,ボルド
リッジ賞の第1回受賞企業となっている｡ちなみ
に, 1987年から1997年までの10年間で,売り
上げは5倍となり,収益は年間20%近くのペー
スで増加し,削減されたコストは累計で140億ド
ルに達し,株価の年間卜昇率は21.3%に達した
という｡こうした全社的品質管理運動が成功を収
めるためには,全社にわたる職務内容の見直しと
高度な教育が必要になることは当然のことであ
る21)2tr,) ｡〕
3-2. ｢職務分類｣の削減とブロードバンディング
コンサルティング企業のシブソン社(Sibson&
Company)会長のJ. T.リッチ　Uude T. Richi)
は, 1990年代におけるアメリカ企業の競争力低
下の要因についての分析に関連して,産業界･股
でのコンビテンシーの問題やモトローラでの取り
組みについて言及している｡モトローラ半導体事
業部門を直接の対象とした分析ではなく,傍証に
すぎないが,資料として指摘しておきたい｡リッ
チはアメリカ企業を口本やヨーロッパの企業と比
較して次のように分析している｡
すなわち,アメリカの労働者は,生産性と品質
の改善の要求に対応するには能力において不十分
な状態にある｡新規労働力の約25%は, I一一分な
教育を受けておらず,数学の基礎知識を持ちあわ
せていない｡また,アメリカの多くの労働者は,
業務を適切に遂行するための基本的なコンビテン
シーに欠けており,そのほとんどは,他の業務に
おいて訓練を受けていない｡この点,十分に教育
を受け,業務横断的に訓練された能力のある日本
の労働者と著しく対照的であるとしている2(i)o
リッチはさらに次の間題を指摘しているL'7).
第1に,アメリカの多くの労働者は, 1980年
代の企業合併の時期に発生した負債を返済するた
めに要請された企業内部の階層削減や人員削減に
よりモラールが低下している｡
第2に,厳格な職務記述書,労働組合の職場規
刺,官僚的な管理構造が生産性や品質を改善する
ために必要な労働力の柔軟で迅速な対応を妨げて
きている｡
第3に,報酬は業績に対応して変動しているわ
けではない｡実際のところ,いまだ多くの企業で
報酬は受給権とみなされている｡
第4に,役員報酬のレベルは,業績が低調な場
合でも天文学的なレベルに達している｡
これが従業員のモラールの向上を妨げている｡
こうした事態を克服するため,指導的なアメリ
カ企業では,官僚的組織を顧客志向のプロジェク
ト･チームに置き換える試みや,労働者の問題解
決能力を高める訓練, ｢7主管坤作業チームの形成
に取り組んでいる｡しかし,とりわけリッチが重
視しているのは次の試みである2H)0
第1に,専門家により詳細に構成され,管理さ
れている職務記述書と職務定義を,顧客需要の変
化に対応し,生産性を向上させる責任を継続的に
発展させる従業員の大きな自由裁量によって置き
換えること｡
第2に,従業員の報酬は,職務記述書における
責任や活動のリストに応じてではなく,総体的な
業績に貢献するコンビテンシーの向上に対して支
払うこと｡〕
第3に,評価システムと報酬は,職務を維持す
ることよりも,業績を改善することに焦点をあて
ること｡
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企業は,賃金の支払い水準を設定する伝統的な
基準が,労働者の有効性を抑制しているというこ
とを認識し始めている｡将来的には,成功をおさ
める企業では,職務記述書や職務分類カテゴリー
に記載された業務に対して賃金を支払い,その明
細により管理者の職務数を測定するような実践は
追放される｡職務評価(job evaluation)や貸金分
類システムも全体として処分されるであろう｡こ
れらの時代遅れのものは,職場において明示され
た労働者のコンビテンシーに基づく支払い制度に
置き換えられることになるという｡こうしたこと
の例として,リッチはモトローラをあげている｡
1990年代初頭,モトローラではノンエグゼン
プトの工場労働者グループの100以上ある職務分
類(jobclassification)を5分類に圧縮している｡
これにより, 106の個別の職務記述書(jobde-
scriptions)が廃棄された｡労働者は,多様な業
務(tasks)を遂行する能力を包含する明示され
たコンビテンシー29)に基づく5つのブロードバン
ド(broadbands)において賃金が支払われてい
る30)31)｡
以上の指摘は,モトローラの半導体製造部門全
体を包括しているのか否か不明であり,傍証にす
ぎないが,モトローラにおける職務分類削減の傾
向を示しており,アメリカにおける製造業企業の
一定の傾向を理解する上において注意する必要が
ある32)｡
4.モトローラ半導体製造部門における
技術者のコンビテンシー･モデル
4-1.技術者の職務変化とコンビテンシー
1)半導体製造部門における問題の顕在化
モトローラでは,前述のように,全社的品質管
理運動として知られる｢シックスシグマ｣を1987
年に導入し, 1990年には｢イリジウム｣事業構想
を発表する｡こうした中でアリゾナ州フェニック
スに拠点を置く半導体製造部門(Semiconductor
Products Sector: SPS)で1992年に開始され,
最終段階が1997年に実施に移されたプロジェク
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トである｢コンビテンシーに基づくカリキュラ
ム･モデル｣ (a model for competency-based cur
ricula)の開発は,競争が激化する先端企業にお
ける経営戦略33)と人的資源管理との関係34)を示し
ていて興味深い｡特に技術革新により技術者に要
求される要件が変わり,それをコンビテンシーを
利用して定義しなおす試みは人的資源管理の基本
的な性格を知る上で検討する意義があると考えて
いる｡
当該プロジェクトの新設が要請されていた
1990年代初頭の時期,モトローラ半導体製造部
門では,以下の5点に要約される問題が顕在化し
ていた｡
①すでに確立されていた技術者の教育訓練と昇
進の要件が時代遅れとなり,不十分なものと
なった｡キャリアパスは技術者の多くのタイ
プやレベルで不明確となっていた｡
②業績管理とキャリア･カウンセリングが重視
されるようになったが,技術者の監督者と管
理者の情報は不完全なものであり,従業員に
適切に助言することができなくなっていた｡
③既存の技術者は単一の研修コースでしか訓練
されておらず,現行のプロセスと設備に対応
することしかできなかった｡
④適切なスキルとそれを支援する訓練に関する
調査はあまり重視されておらず,矛盾の多い
ものであった｡
⑤新しい設備とプロセスの不断の導入は,すで
にスキルと能力の点で限界に近づきつつあっ
た労働力にさらにプレッシャーをかけていた｡
こうした問題があるため,モトローラ半導体製
造部門の技術者には次のようなことが要求される
ことになる｡
①設備と同様にプロセスについても熟知してい
ること｡
②業績も意欲も高いレベルで活動できること｡
③急速に変化する環境において自身で学習とス
キル開発を管理できること｡
そこで, 1992年に開始される一連の面接や委
員会では, ①多様なスキルをもち,柔軟で適応性
のある技術者の社内での育成, (彰-一一一一連のカリキュ
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ラムと人的資源管理システムによるスキルの習得
と維持の支援,という2つの目標に焦点が当てら
れることになった35)｡
2)プロジェクトの対象者
このプロジェクトの対象者は,技術者になること
を希望している数百人の作業員,千人強の技術者,
その両者に対する監督者および管理者であった36)｡
①作業員(Operators)
作業員は主としてアカデミックな技術教育をほ
とんど,あるいは全く受けたことのない高等学校
卒業者である｡そのほとんどは一半--導体製造のスキ
ルをOJTや工場内での研修により獲得していた
が,技術者の職務への異動の絶対的必要要件であ
るエレクトロニクスあるいは設備のメンテナンス
に関する知識には限界があった｡そのほかにも彼
らは,作業員チームのメンバーとしての価値を強
化し,スキルや責任を一層必要とする技術者の職
務へ異動することを支援するための,チーム･プ
ロセス,レポート･ライティング,プレゼンテー
ションの方法と開発,統計的工程管理のような一
般的な教育を必要としていた｡
必要に応じて設計されたこれらの多くの訓練プ
ログラムは,社内のモトローラ･ユニバーシ
ティーで実施された｡並行して,これらの研修
コースは地元のコミュニティ･カレッジでも十分
ではないが短期的･集中的に提供された｡モト
ローラでは,従業員に対し年間最低40時間の教
育を実施しており,学費の援助などの教育支援プ
ログラムにより外部の大学での学習を奨励してい
る｡
(訂技術者(technicians)
既存の技術者は, 2年制の専門学校やコミュニ
ティ･カレッジの卒業生である｡技術者の多くは
実質的な職務経験のある内部昇進者であるが,そ
の専門性は強化される必要があった｡すなわち,
彼らの多くは,かなり以前に教育訓練を受けてお
り,その内容は陳腐化しているおそれがあった｡
数百人の技術者がスキル･アセスメントを必要と
し,その技術的スキルを高める訓練を必要として
いた｡
技術者については,第2のスキル領域も関心の
ある問題となった｡それは,チーム37)のリーダー
シップのようなコミュニケーション･スキルであ
る｡技術的スキルに加えて対人関係スキル,コ
ミュニケーション,問題解決テクニックは,あら
ゆるレベルで技術者にとって重要であると考えら
れるようになった｡この点は,注意する必要があ
る｡
③作業員と技術者の監督者(supervisors)およ
び管理者(managers)
彼らは作業員と技術者の業績評価とスキル開発
に責任を負っており,そのスキル要件やキャリア
パス,報酬や昇進の方針について十分な理解を必
要としていた｡彼らはまた,従業員協議会の期間
中,彼らを支援するジョブ･エイドも必要とした｡
3)技術者委員会の創設
以上の要請に応じるために,このプログラムの
完成に責任を負い,実施の際,継続的な監視を行
うクロス･ファンクショナル･チームの技術者委
員会(Technician Council)が創設された｡後に
製造部門教育委員会(Manufacturing Educational
Council)と名前を変えるこの委員会は,製造部
門の管理者によって指揮され, SPSの教育部門の
管理者と教育企画担当者によって支援され,工場
内の様々なグループの代表者と人的資源管理の専
門家から構成されていた｡
工場内グループの代表者には,データ収集や委
員会と各組織との調整,実施の時期に各組織で容
認を得るために,製造部門の管理者,技術部門の
管理者,生産監督者,すぐれた技術者,が任命さ
れた｡
委員会の運営にとって重要な人的資源管理の尊
門家は,各主要組織から参加した従業員関係の担
当者である｡フェニックスのSPS組織からは数
人の報酬担当者が参加した｡これらの専門家は,
プロジェクトが成功するように人的資源管理シス
テムや手続きを実施,あるいは変更しなければな
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らない｡委員会のメンバーは,フル･システム
ズ･アプローチを採用しており,報酬および業績
管理システムの支援がなければ,訓練プログラム
が,業績を改善することができないことを認識し
ていた.'jH)｡
4)優先事項および目標
プロジェクトは,組織によって設定される特定
の優先事項を確認し,それを達成することで漸次
的に目標に接近するという継続的な改善という理
念を採用した｡それは以下に示すものである3リ)｡
①製造部門内の技術者の新しいモデルを開発す
ること｡それは,すでに_1二場内での経験を持
つ作業員を技術者の新しいカテゴリーに異動
させるためのカリキュラムを作成するという
特別の目的をもっている｡そのために,既存
のスキルを明確にし,キャリアパスを提供す
ること｡
〔2j技術者のタイプのそれぞれと,そこにおける
さまざまなレベルについてコンビテンシー･
モデルを開発することにより既存の技術者層
のスキルを高めること｡
(郭技術者のそれぞれのタイプとレベルの更新と
開発を支援するカリキュラムの開発｡
(も適切な教育プログラムを作成するために地元
のカレッジに協力を求めること｡そのために,
既存の経常諸資源を有効に利用し,地域社会
を支援し,学位を取得する人を奨励すること｡
(二5〕モトローラ･ユニバーシティー(Motorola
University:MU)4())の　一般コースと半導体部
門の特定の訓練コースの両方を含むモトロー
ラ内部のコースに関してカレッジの認可を得
ること｡
⑥従業員とその監督者がキャリア開発に責任を
持つことができるように,キャリアパスと昇
進の機会を明確に詳述すること｡
(カ教育訓練および能力開発プログラムを成功裡
に実施すること｡技術者のキャリアと訓練に
関して従業員へ助言することは伝統的に教育
訓練部門の職能であった｡しかし,サイクル
タイム,コスト効果,エンパワーメント,そ
して適切な業績管理と個人の能力開発の過程
を管理者が理解し支援する必要性は,これら
の責任を作業グループに帰属することを規定
した｡宇目里者と従業員がこの責任を引き受け
ることを支援するツールと諸資源を準備する
ことが委員会の主要な口的となった｡
⑧報酬や他(例えば募集と採用)のシステムが
業績予測の変更を支援することを保障できる
ようにすること｡
4-2.コンビテンシー･モデリングの実施計画
このプロジェクトは以下の6つの段階を順番に
進められている｡プロジェクトの各段階は,完全
に独立しているわけではなく,しばしば重複して
いる｡最初に各段階の項目を示しておく川｡
Ci)技術者委員会の創設と制度や目標の確認,初
期データの収集と分析｡
(む作業員の開発と技術者への異動のための技術
者の新しい職能(function)に関するコンビ
テンシー･モデルの開発｡)この段階は,新し
い職務記述書や昇進の要件の開発と,それら
の経営者による承認を得ることを伴う｡
③技術者の新しいカテゴリーを支援するカリ
キュラムの開発｡それは,モトローラの必要
性に適合する資格を開発し,モトローラ内部
の訓練プログラムに関するメサ･コミュニ
ティ･カレッジ(MesaCommunity College:
MCC)とのパートナーシップを伴う｡
④業績,コンビテンシー,必要なスキル,知識,
および教育訓練･能力開発のための既存の諸
資源を伴う,既存の技術考のカテゴリーにつ
いてのコンビテンシー･モデルの作成｡
⑤新しいシステムの採用と実施を支援するため
に設計された職務記述書,昇進基準,業績管
理ツールの修正｡それらには資格の開発と達
成に対応するための修正される職務記述書と
報酬/昇進システム,キャリアパス,カリ
キュラム,昇進要件の定義書その他の資料が
含まれる｡
⑥実施段階に必要となる,技術者の監督者と管
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理者のためのワークショップの創設｡
第1段階:技術者委員会の創設一宇続きと目標の
確認
第1段階では,技術者の新しい職能タイプの設
定が優先事項とされていることに注意したい｡各
組織を代表するメンバーは,後にコンビテン
シー･モデルと職務記述書の開発に利用されるこ
とになる望ましい職能の特性と要件を確認するこ
とに参加した｡委員会は,プロジェクト期間中,
月2回の定例会議目を設定し,会議のフォーマッ
トと手順も設定されている｡
プロジェクトメンバーは,プロジェクトの開始
時におけるデータの収集と分析がプロジェクトの
価値に実質的に影響することを知り,データ収集
と分析方法を注意深く設計した｡
第1に,フェニックスにおける作業員と技術者
の最新のタイプとレベル,そして各カテゴリー内
の要員数を確認することによりプロジェクトの概
観を示した｡職務コード数と人事データベースか
ら,技術者が6タイプ･3レベルに分類され,作
業員が3タイプ･4レベルに分類されることが確
認された｡
第2に,技術者と作業員に関わる最新の職務記
述書,報酬ガイドライン,昇進経路,様々な作業
集団内の訓練ロードマップのようなあらゆる規程
書が収集された｡次いで,明確な区分を決定する
ために,有効なデータをリスト化し,関連する技
術者と作業員のカテゴリー全ての職務データと比
較して,規程書(特に職務記述書)に基づいて高
レベルなスキル･マトリックスを設定した｡既存
の規程書は,主に報酬を目的として作成されてい
るので,業務やスキルの区分が,きわめて一･股的
なレベルでリスト化されている｡さらに,職務に
関する情報は,最低限のスキルと業績の要件を示
しているにすぎなかった｡このマトリックスは,
カテゴリーに関する最低限のスキル要件とその区
分について合理的な理解方法を提示し,エント
リーレベルの技術者という新しいカテゴリーに関
する一般的なパラメーターを提供した12)｡
第2段階:技術者の新カテゴリーのためのコンビ
テンシー･モデルの開発
データの評価の後に,委員会では新しい職能の
カテゴリーと職務記述書の開発に着手した｡新し
いカテゴリーを定義する必要があり,業績管理と
スキル開発を重視するため, SPSの訓練チームの
メンバーはコンビテンシー･モデリングの利用を
提案した｡
MUの指導するチームによって1992年に導入
されたコンビテンシーに基づくアプローチは,モ
トローラの規模や複雑性を考慮すると特別の意義
をもつことが指摘されている｡この点は重要であ
る｡すなわち,職務名や職務記述書は,部門間あ
るいはグループ間で異なっており,それぞれの間
での訓練の必要性に関する比較を困難にしている｡
ところが職能は,社内横断的に共通しており,し
たがって混乱を[ロJ避することができる｡ MUの指
導したチームはコンビテンシーを職務によってで
はなく,職能に基づいて定義することを決定し,
職務名と職務記述書の問題を排除することができ
た｡
すべての作業が,成果(output)あるいは業績
(accomplishment)という概念に基づいて考えら
れるようになる｡チームは,組織の成果あるいは
業績を確認し,さらに,それらの成果あるいは業
績を達成するためにどのようなコンビテンシーが
必要であるかを確定した｡次いで,コンビテン
シーは,それを構成する知識とスキル･クラス
ターに分類された｡
成果/業績 特定のコンビテンシーを必要と
する事業運営,活動,技術ある
いは組織の役割に関して認識さ
れうる成果｡
コンビテンシー　　規定の基準を達成する能力｡そ
の体系化の原坪は,事業内部の
諸職能(functions)の分析によ
り定義された知識,スキル(あ
るいはスキル･クラスター)お
よび価値(values)を中心に構
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成される｡
事業目標あるいは業績を達成す
るために必要なコンビテンシー,
それを構成する知識およびスキ
ル,それらを習得するために有
効な諸資源のリスト｡研修コー
スは習得のために有効な諸資源
の一部としてカリキュラムに付
属しているが,それのリストで
はない｡
さらにSPS内で以前から利用されていたツー
ルを結合してMUチーム･メソッドを開発した｡
SPS内のG.ラムラー(GeaⅣRummler)により
開発されたことからラムラー･コンビテンシー･
モデルと呼ばれるフォーマットを利用してモデル
化した｡このフォーマットを利用する理由は以下
のとおりである｡
宅芯抄
コンビテンシー･フォーマットの例
対象:技術者
①フォーマットはグループ･プロセスに十分に
向いている｡まだ現存していないし,した
がって正確な意味ではモデルではないが,職
能に関する合意を形成するメカニズムを提供
する｡
②このモデルの完成は,行動や基準,そして行
動目標やカリキュラムを形成するのに十分に
詳細な情報を提供する｡新しい職務記述書や
昇進階層を作成するために,また管理者によ
るそれらの承認を得るためにも開発が必要で
ある｡
③SPSの技術者の間では,このモデル化の方
法の経験があり慣れていた｡
こうして, SPSの訓練の専門家は,図表1の例
が示すように, ①成果あるいは業績, ②成果ある
いは業績を達成するためのコンビテンシー, ③測
定(職能上の業績と事業の測定), ④標準, ⑤各
コンビテンシーに必要な知識,スキル,態度,に
コンビテンシー (優先順) ?ｩ.?標準 ?ﾘ???ﾈ8ｲ?I7?資料 
1.領域内の成果あ ?鞅9:駑ｩUx/?ﾙ.?Rﾂ?.行動目標を設定する ??ﾘ?ﾈ5?ﾈ8ｲﾂ?.職務において最近利 
るいは業績に 佗h柯*ｨﾋｸ?,ﾈｼi??K要性o ??h-?I7な*?用されている,ある 
とって重要な活 豫yyﾘ,冰?h.?Xｻ?評価および業績管理 ??(,ﾘ5(987(6R?｢は成果および業績 
動あるいは業務 ??h?+x.儺ｹwi??ﾌ必要性 ?85h?,?h.??にとつて重要な訓練 
の集合 2.コンビテンシー -業務 -業務 -業務 3. 4. ?特に管理および安全規 則をともなう) ?ｹwhﾈ?資料,もしくはプ田 グラム 
モデルが完成した時,データを詳細に分析し,以下のことを実施した｡
･行動目標の設定
･行動目標の設定目標と既存のプログラムとの調整
･調整プログラムの評価
･ギャップの明確化
･特定業務への支援の策定
･最近のベスト･プラクティスに基づく業績の設定
出所Je｢emle H■ll G｢ey. and Sarabeth SlmPSOn (1998) '■competency Mode=ng at Moto｢olaワUs■ng Competency ModeLlng tO
DeveLop TechnlClanS at Moto｢ola Semiconducto｢ P｢oducts Sector", in DavLd D. DuboIS (ed) The Comj'etency Casebook:
Twelve Studies in ComPetency Based Pedormance Imf)rovement, HRD P｢ess. p　38　FlgUre 4. Sample Annotated Competency Fo｢m
より作成｡
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ここ扮
新カテゴリーの技術者のコンビテンシーモデル
コンビテンシー 偃Ywh,?ｩ.?標準 ?ﾘ???ﾈ8ｲ?
1.0自動設備の段取/操作 1.1コンピュータ制御シス ??餬俯?1.1.工程仕様への適合 ??饂ｩ?4亰ｩEﾂ?
-調整の精度 唳??ｼh??偰_ｹd?･基本的なコンピュータ 
-アプローチの精度, ?ﾈ?繒??靫?h覈vﾂ?ivY7?操作システムの理解 
テムの調整 1.2製造設備の機械的調整 1.3測定器の変更あるいは ?8ｦﾘ,雲ｹd?ﾈ?繒?X覈vﾈ?,ﾉyﾘ??
･時間の精度 1.2.品質 勍ベンダー/製造業者/ 部門ごとの設計スキル の利用 ･データ入力スキル ･データ調整のスキル 1.2.SPC概念の理解 
-調整の精度 ?h,ﾉ4ｸﾘr?SPCツールの利用 
-アプローチの精度 唳??ｼh??偰_ｹd?･ベンダーの設備の理解 
-産出高の維持と工 ?ﾈ?繒?基本的な主動機の理解 
程管理 1.3.品質 唸蝌?ﾘ(-h,ﾉMｹ.??･基本的電気工学の理解 
影響の排除 唸ｮ馮ｹ4亢?(ﾔ逢x,ﾉyﾘ??
･SPCパラメーター への適合 1.3.許容度への適合 ?iy駅?ﾂ???68?8ｸ,ﾉy駅?
製造設備の調整 壷¥??ﾉ?7?自_ｹd?訷?,ﾉ?7?･仕様への適合 ･SPCパラメータへ の適合 唳?.旭ﾘ,ﾉyﾘ??ﾙOR?
･製造業者の仕様へ 唸ｮ馮ｹ4?H?ﾔ逢x,ﾉyﾘ??
の適合 唸7?85?ｸ+(,h,ﾉ?ﾇh5?4ﾈ8ｸ,ﾉy駅?
出所一Je｢emle Hill G｢ey and Sa｢abeth SlmPSOn (1998) up. cit.. p 40 FlgUre5　Competency Model for New TechnIClan Functl0nよ
り作成｡
基づきコンビテンシー･フォーマットを作成し,
試行錯誤の末,新カテゴリーの技術者のコンビテ
ンシー･モデルを図表2に示すように完成した43)｡
第3段階:技術者の新カテゴリーを支援するカリ
キュラムの開発
技術者の新しいカテゴリーのためのコンビテン
シー･モデル完成の直後から,その情報を行動目
標(performance objectives)に変換するプロセ
スを開始した｡このことは,技術者に必要とされ
る行動,その環境(諮条件),判断の基準,を確
定することにより実施された｡
行動目標は,モトローラとの提携に不安を抱え
ている地元のコミュニティー･カレッジに対し技
術者のための訓練要件を正確に伝達する手段とし
て重要である｡教育機関は一般に,行動とカリ
キュラムの要件を目標という形式で提示していた｡
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したがって,この方法で情報を提供することが最
善であると判断した｡コンビテンシー･モデルに
とって重要なこれらの目標は以卜で提示されてい
る｡
MCCの｣二学部では,適切な提供科目を確認す
るためにこの行動日標を利用した｡モトローラの
技術者委員会と学部メンバーは共同で新しいプロ
グラムを開発し実施した｡学部メンバーは, MU
および半導体製造部門における既存の訓練コース
の目標を調査し,モトローラのプログラムのため
に大学の単位を認定できるようにした｡モトロー
ラからこのプログラムに登録する受講者は,モト
ローラで受けた訓練に対し,卒業に必要な単位の
25%まで認定される｡工学部長は,夏季休暇中
に二1二場で技術者とともに仕事をして,個々の技術
者の相談に応じ,その監督者や管理者と面談をし,
技術領域について理解を深めた｡こうしたことが,
専修ビジネス･レビュー(2007) Vol.2 No.1
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行動目標の例:新カテゴリーに関するカリキュラムにおける行動目標
段取り(SET-UP)
l.1技術者は, =程仕様書と製造業者の推奨する時間･効率概念に基づく方法に対応してコンピュータ制御システム
を正確に調整できる｡
1. 1. 1技術者は,設備の各部分に必要な調整の種類や適切な改善を決定するために分析的スキルを利用できる｡
1.1.2　技術者は,自己の領域内にある基本的なコンピュータ操作システムを理解し,利用できる｡
1.1.3　技術者は,自己の領域内にあるコンピュータ制御システムの段取りおよび操作仕様を説明できる｡
1.1.4　技術者は,自己の領域内にあるコンピュータ制御システムの設計について理解し,説明できる｡
1.1.5　技術者は,自己の領域内にあるコンピュータ制御システムにデータを正確に入力できる｡
1.1.6　技術者は,コンピュータ画面に設備が未調整であるという警告が示された場合,調整データを正しく理解し,
正しい行動をとれる｡
1.2　技術者は,産出高を維持するために工程の仕様および許容誤差に対応する機械の調整を正確にする｡そのために
製造業者の推奨する方法を利用できる｡
技術者は, SPCの概念とツールを理解し,提供できる｡
1.3　技術者は,製造業者および部門の仕様書に対応して生産設備の測定を的確に確認し,その調整を正確にすること
ができる｡
技術者は, SPCの概念とツールを理解し,提供できる｡
出所. Je｢emie HlH G｢ey ancI Sa｢abeth Simpson (1998) op, cit. pp 42-43, Figu｢e6　Sample of Pe｢fo｢mance Ob｣ectlVeSより一部を作
成｡
モトローラの要求に対するMCCの理解を保証し,
コミュニケーションを促進した｡
MCCとの調査の過程で,現状のコンピュータ
設備とソフトウェアの利用が要件の1つであるこ
とが明確となった｡しかし, MCCはこの種の
ハードウェアあるいはソフトウェアへはアクセス
していなかった｡そのため,モトローラの製造部
門の上級管理者が支援し,工場に近いMCCの
キャンパス内に30のワークステーションをもつ
コンピュータラボラトリーに必要なハードウェア
とソフトウェアをMCCに保証した｡同様に,
ラーニングラボラトリーもキャパス内に設置した｡
従業員はモトローラとMCC両方の設備を利用で
きる｡従業員の基礎的な電子工学に関しては,双
方向で24時間,学習できるようにした｡
新しい職能のカテゴリーとそれを支援するカリ
キュラムの完成後,漸次,実施に移された｡
MCCは,従業員の移動時間を短縮するためにモ
トローラ内で開講することに同意した｡当時,約
200人の従業員が,このプログラムに登録されて
いた｡
同時に,委員会の報酬に関するメンバーは,新
しい職務記述書と昇進階梯書の承認を得た｡新し
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いカリキュラム(コンビテンシーモデル,モト
ローラ内部の有効な諸資源,およびMCCのプロ
グラム)の完成は,従業員にプログラムを修了す
るための明確な目標と誘因を与えるため,新しい
職能の等級を必要とした44)
第4段階:既存の技術者のコンビテンシー･モデ
ルの作成
技術者の新カテゴリーの完成後に,技術者とし
て分類されている数百人の従業員の開発に関心が
向けられた｡特に,中級レベルあるいは上級レベ
ルに分類されている技術者に関するデータを必要
とした｡そのため面接による情報収集が行われた｡
技術者の行動を強化し,行動の改善を行うため
に,各カテゴリーにおける最新のベスト･プラク
ティスを認識する必要があるo　そこで, ---一般技術
者が最良の技術者と同程度の業績を達成すること
ができるように,最良の技術者の行動を確認し,
その必要要件と訓練プログラムを確立することに
より,最良の技術者の｢クローン｣ (clone)を作
成することにした｡委員会では各組織の代表者に,
各組織で3人の｢高業績者｣ (expert performers)
を確認するように依頼した｡次いで,高業績者が
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MCCプログラムの例:新カテゴリーの技術者
電子機械による製造技術に応用される科学に関連するプログラム
認定レベルⅠ
科目名
数学(代数学入門)
新規配属者のための英語
(代替科目)
コミュニケーション
コンフリクト管理(MU)
プレゼンテーション(MU)
ミーティング(MU)
リス二ンク(MU)
インターアクション(MU)
インストラクター(MU)
コンピュータスキル
MACコースあるいは旧M PCコース
生産システム
電気および電子の概念
テクニカル･ライティング
機械交換の計画
認定レベルⅢ
数学(代数学/三角法)
流体力学
DC回路分析
AC回路分析
電子機械デバイス
デジタルロジック&デジタル回路
時間
3
3
3まで
出所Je｢emle H川G｢eyand Sarabeth SlmPSDn (1998) op. cit. p 45 F'1gU｢e7　SampteofMCC P｢ogramより作成o
何をどのように行っているか, ･般技術者がその
スキルを学習し,応用することができるように解
決されなければならない組織上の問題とは何かを
正確に確認するために面接調査を実施した｡
SPS内の9組織から,様々な技術者の職能グ
ループを代表する26人の高業績技術者が確認さ
れ, 2時間から4時間の面接が行われた｡その選
考基準は以卜のとおりである｡
〔iJ技術者の各領域において上位10%にランク
される者｡
②技術者訓練コースのインストラクター｡
③監督者や同僚(可能であれば従業員)からの
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評判｡
(弟モトローラでの5年から25年の経験を持つ
者｡
面接のために質問表の書式が開発された｡役割
や責任に関する-凋受レベルの情報から,高業績お
よび低業績,責務,訓練方法,クリティカルイン
シデント,行動の障害のような特殊な情報にいた
る質問が列挙されている｡それに続き,データが
分類され,分析された｡
抜術者委員会は,技術者の5つのタイプ各々に
予想される行動に関する新しいコンビテンシー･
モデルを開発した｡コンビテンシー･モデルは次
?
??
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の質問に答えた｡技術者は何を行っているのか｡
技術者が十分に行ったか,否かをどのようにして
認識するか｡技術者が行うために必要な知識とス
キルはどのようなものか｡
経験のある技術者の5つのタイプのモデルの完
成後,プロジェクトの第1段階と同様に,先の
データを活用し,タイプの各々に業績目標を設定
している｡これらは, MCCの二工二学部に提供され,
先にエントリー･レベルのカテゴリーで実施した
ように,モトローラの必要要件とMCCの既存の
コースウェアとを調整し,コースのプログラムが
開発された45)0
第5段階:ツールの修正
技術者プロジェクトの開始以来,人的資源管理
の専門家は技術者委員会において,その専門領域
である報酬や従業員関係の問題を効果的に処理す
るなど,積極的な役割を果たした｡教育の企画担
当者は,データの収集と分析を行い,カリキュラ
ムのツールを作成した｡報酬の専門家である管理
況室
技術者プロジェクトに対する評価
者は,それらの制度化に貢献した｡
職務記述書は,新しい行動モデルを支援するた
めに,プロジェクトにより修正された｡報酬の専
門家は,報酬上の主要な問題や障害を確認するた
めに大規模な調査を実施し,それらを克服する戦
略を開発した｡開発されたキャリアパスや報酬と
昇進のシステムは,プロジェクトにとって非常に
有意義であった｡
テストグループは,コンビテンシー･モデルを
雇用プロファイルに要約するとともに,新規採用
者用に修正した｡従業員関係の専門家は,コミュ
ニケーション･インターフェイスを提供し,技術
者の必要要件の変更などの説明に応じた｡技術者
委員会のメンバーは協力して諸規程などをブック
レットに編集した｡総じて,人的資源管理の専門
家は,こうしたプロジェクトの実施段階でも不可
欠であり,プロジェクトの主要メンバーでなけれ
ばならないことが強調されている46)｡
目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成果
1.製造部門における技術者の新モデルの開発｡
一作業員を開発するカリキュラムの作成｡
-キャリアパスの提示｡
2.技術者の5タイプおよび各々のレベルにおけるコン
ビテンシーモデルの開発による
既存技術者の技能の向上｡
3.技術者の各タイプとレベルの更新と開発を支援する
カリキュラムの開発｡ ･
4.適切な教育プログラムと学位の設定のため地元カ
レッジとの協力｡既存の諸資源の有効利用,地域社
会の支援,従業員の学位取得の支援｡
5.モトローラ内のコース(MUとSPS)に対するカ
レッジ認定単位の取得｡
6.従業員が自己のキャリア開発に監督者とともに責任
がもてるキャリアパスと昇進機会の明確化｡
7.プロクラムの十分な履行｡訓練とキャリア開発のカ
ウンセリング責任を引き受ける管理者と従業員を支
援するツールと資源の提供｡
8.報酬および他の(例えば募集･採用)システムによ
る業績期待の変化の支援確保｡
1.モデルの開発と実施｡
一カリキュラムの作成と実施
-キャリアパスの確認と公表
2.技術者の5タイプおよび初級･上級を配慮したコン
ビテンシーモデルの作成｡
3.各タイプ･各レベルの技術者を支援するカリキュラ
ムの開発と公表｡
4.協力体制の確立｡プログラムと学位の完成と履行｡
5.モトローラ内のコース(MUとSPS)で卒業単位
数の25%まで取得可能｡
6.キャリアパスの確認と昇進方針の公表｡
管理者･監督者による技術者の相談･指導｡
7.プログラムの設定｡その他のツールの公表｡
1997年1月に最終履行｡
8.新カテゴリーの技術者と既存技術者各レベルで業績
管理と連携する報酬システム｡
出所JeremJe HJH G｢eyand Sarabeth Sjmpson (1998) op. lit- p 54より作成0
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第6段階:技術者の監督者と管理者のための実施
ワークショップの創設
技術者プロジェクトの最後の仕事は,コンビテ
ンシー･モデル,カリキュラムおよび人的資源政
策と制度の修正を徹底的に実施することを確実に
することであった｡それは監督者および管理者
(さらに彼らを支援する人的資源の専門家)のた
めにワークショップを開設することにより行われ
た｡ワークショップは,プロジェクトを説明し,
目標と戦略を明確に定義し,監督者と管理者に職
務記述書,報酬,訓練,昇進手続きの変更を行わ
せた｡それはまた,コンビテンシー･モデルに基
いてキャリアプランニングと業績管理のための
ツールを提供した47)｡
そして,最後に,図表5に示されるように,プ
ロジェクトを評価している｡結論として,プロ
ジェクトの成功のためには,教育訓練の問題だけ
でなく,人的資源管理のシステムが効果的に支援
する体制が必要であることが指摘されている48)｡
5.モトローラ半導体製造部門における
職場リーダーのコンビテンシー･モデル
5-1.監督者の職務変化とコンビテンシー
1)監督者の役割と責任の変化
モトローラ半導体製造部門では,前述の技術者
に続き,監管者(supeⅣisors)についても必要と
される要件の検討と,それのコンビテンシーに基
づく定義化が実施されている｡
1980年代の後半,監督者が半導体製造部門で
果たしていた役割に大きな変化が生じた｡新しい
役割は,人的資源管理システムと監督者層の訓練
に変更を必要とした｡モトローラの監督者は,伝
統的に下位の職制であり,典型的には多年の勤続
を経て昇進するというものであった｡モトローラ
の監督者の約80%は,製造領域で6人から極端
な例では60人のライン労働者(技能者)対して
監督責任を果たしていた｡監督者の職位において
到達したスキルは,最近にいたるまで多くの労働
者のキャリアの頂点であった｡伝統的にその職位
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には重要な権限が伴い,監督者は出勤,雇用,訓
練,解雇に責任をもたされていた｡彼らは,その
部下の労働生活に対して少なからぬ統制権を行使
しており,一般に多年にわたる工場経験のある年
配の従業員であった49)｡
監督者の役割と責任は,製造業の領域における
2つの傾向の結果として急激に変化してきている｡
第1は,工場内部での作業チームへの移行であり,
｢監督｣ ("supeⅣision'')の職能を時代遅れものに
した｡古典的な意味での｢監督者｣はもはや必要
とされていない｡必要とされるのはリーダーシッ
プであり,権限を共有し,協働的な環境へと指導
する意欲であるという｡第2の傾向は,リーダー
に必要な事業上の専門的なスキルが絶え間なく増
大していることに関連している｡工場現場での経
験年数は最早,事業の要求には十分なものではな
い｡公式の教育と継続的な訓練･再訓練の必要性
は,以前には数年にわたる期間を経て,ランクを
昇進してきた人によって占められていた職位に,
大学卒業者を募集･採用させるにいたった｡工程
管理の資格のある新規学卒者が伝統的な監督者に
急激に替わっていった｡こうした傾向は,訓練や
教育を必要としただけではなく,工場内部の文化
の大きな変化を示唆していた｡
1991年まで,モトローラ工場内の管理者チー
ムは上記のような問題に関心を向けるよう人的資
源部門に要請していた｡モトローラの半導体製造
部門は,以前より監督者のための訓練および昇進
の要件書(matrices)を確立していたが,それら
は古典的な監督者をモデルに設計されたものであ
り,時代遅れで不完全なものであった｡モトロー
ラの管理者の主要な関心はキャリア･カウンセリ
ングにあったが,監督やリーダーシップをとるべ
き立場にいる者のキャリア･パスやキャリア開発
の指針はいっそう不明確になっていた｡監督者の
上司のもとにある情報は不正確であり,従業員に
適切に助言することができなかった｡監督者のラ
ンクは,今や社内で育成した伝統的な監督者と工
程管理の資格をもつ若い学卒者の間で分裂してい
た｡経験のある監督者は製造領域についての適度
な専門知識はあるが,権限を共有したがらないし,
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現実の事業を理解するようには訓練されていな
かった｡他方, ~l二程管理の資格をもつ若い学卒者
は,事業を迅速に学習する傾向があり,変化に対
する受容力があるが, t場内での実践経験や専門
知識が不足していたという5())｡
2)職場リーダーの要件
このプロジェクトを開始した当時,監督者は上
記の2つのタイプに均等に分裂していた｡両方の
グループとも将来の1二場にとってはかなり開発の
必要があることは明確であった｡そこで,次のよ
うな職場1) -ダー(first-line leaders)が必要とさ
れたり
･J)チームに対して1)-ダーシップがとれ,従来
よりもはるかに多様性のあるチームを組織す
ることができる｡
し2)活動領域内で責任を十分に果たす従業員を開
発することができる｡
しき)事業を理解している｡
〔:4ノ)製造工程や手順を理解しているo
〔sj高水準の業績とイニシアチブを発揮すること
ができる｡
(:61/)部下ならびに白身の学習とスキル開発を管理
することができる｡
(ラ)製造職能卜のリーダーシップを高水準のもの
へと成長させる潜在能ノ｣をもっている｡
当時のモトローラの急激な成長(3年で30%)
と環境変化は,急速な組織変革と監督者の多様な
部署への配置転換を伴い,状況の複雑性を増した｡
そのため,業績管理とキャリア･カウンセリン
グはますます重視され,監督者の上司によりプロ
ジェクトの開始が要求された｡そこで,システム
ズ･アプローチに基づいて,理想的な職場リー
ダーのモデルを構築し,プログラムを実施し,必
要な変更を支援する報酬,業績管理,従業員関係
のツールを開発することになったr'1)0
5-2.職場リーダーのコンビテンシ- ･モデリン
グ実施計画
1)第1プロジェクト:半導体製造部門
spsでのプロジェクトは1992年に2つの主要
訓練グループの共同事業として開始された｡対象
となる第1の聴取者は,フェニックスSPS内の
数百人の監督者であり,第2のグループは,製造
部門の監督者のL司から構成されていた｡
このプロジェクトで利用した方法は,前節で検
討した｢技術者プロジェクト｣の方法と類似して
いる｡その第1段階は,対象領域内の監督者の要
員数,配置,レベルを査定することであった｡そ
のデータにより,監督者として分類された人の
80%が製造領域に配置されているため,他の領
域に配置されている相対的に少数の監督者のバリ
エーションを伴う製造部r判こおける監督者の主要
モデルを開発する必要性が明確にされた｡次いで,
すべての階層の職務記述書やその他既存の報酬資
料を含むあらゆる関連書梨が収集された｡さらに,
監督者//リーダーの新しいモデルを設計するため
に,優秀と考えられる監督者(エキスパート)の
ベスト･プラクティスを把捉することが必要とさ
れた｡それは,もとよりその他の監督者が高水準
の業績を達成できるように支援する要件や訓練プ
ログラムを確立するためである｡そのため,ここ
でも面接調査が実施された｡こうしたエキスパー
トの選考基準は,技術者モデルとは若干異なり以
卜のとおりである52)o
〔ilBLlnE智者の各階層において上位100/oに位置し
ているとの評価｡
(至)監督者および同僚(吋能であれば一般従業
員)の評価｡
〔き〕モトローラでの3年以上20年までの勤続年
数｡
こうした観点から36人の監督者が選考され,
そのうちの24人と面接調査が行われた｡ SPSの
製造領域は, (主)ウェ-ハ- (集積担l路の基板とな
るシリコンなどの薄片)製作の領域と, ②組立て
およびテストの領域との2つに区分されるが,調
香は両領域が均等に反映されるように実施された｡
面接調査に続いて,博物学的な技法を利用して
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データが分類され分析された｡その結果,監督者
の役割が,本質的に生産を駆り立てる専制的な立
場から,リーダーシップを発揮する役割へと変化
していることが確認された｡すなわち,旧来型の
監督者の関心は,製品製造の過程,その管理問題
や専門的スキルに集中し,報酬システムはそうし
た事項を支持することに固執していた｡ところが
データは,彼らの上司や同僚によって最も有益と
考えられている監督者が,対人関係(inteIPer-
sonal),リーダーシップ,およびチーム形成
(teaming)のスキルを開発していた人であること
を明確に示すものであった｡このプロファイルは,
製造部門で進行している巨大な変化の一部を反映
するものとなっている｡それゆえ,そうした変化
が起こっているのであれば職務記述書,昇進要件,
報酬システムが体系的に更新されなければならな
いことを示している53)｡
2)第2プロジェクト:職場リーグ-プDジ工クト
①コンビテンシーに基づくカリキュラム方法の導
入
1992年, MUは,主要なグループや部門の多
くを代表する企業横断的な訓練専門チームを形成
し,そのチームに様々なグループに共通する訓練
の設計･開発を定義することを委託した｡ MUの
企画管理者とプロジェクト･リーダーは,チーム
にコンビテンシーに基づくカリキュラムを提示し,
チームはモトローラの要求に対応する方法を採用
することについて努力した｡コンビテンシー･
ベースド･カリキュラム･チームの成果の1つは,
定義の標準設定であった｡これらの定義は,前節
で示しているように,組織の成果,あるいは業績
という概念と,それらを達成するために必要なコ
ンビテンシーに基づくものである｡
モトローラでは,この時点まで,全社的な監督
者あるいは管理者のコンビテンシーを確認したこ
とはなかった｡こうした関係の教育用ソフトウェ
アは,従来,各部門の管理訓練グループによって
取り扱われていた｡ところが,経営者層は,コン
ビテンシー･ベースド･カリキュラム･チームに
対して,監督者了リーダーの全社的な新しいモデ
ルのためのカリキュラムを構築することを要求し
たのである54)0
MUの経営開発管理者によって調整されたグ
ループによりSPS (規模においてモトローラの1
了3以上)内の主要領域と全社からの代表を追加
のメンバーとして新しいチームが形成された｡職
場リーダー･プロジェクト･チームとして後に知
られるようになるこのチームは,新しい監督者/
リーダーの全社的なモデルの開発と,そのモデル
の実施を支援する訓練プログラムの開発を使命と
した｡
無駄な努力を回避するために,チーム･メン
バーはSPS内での面接によりすでに収集した
データを利用することを決定した｡当該部門はモ
トローラの従業員の30%を代表している｡しか
し,チームは, SPSのデータをひとまず利用し,
他の主要グループ内でその正確性を検証するとい
う判断をした｡先ず,監督者の社内横断的な人目
統計的調査を実施し, SPSにおいてはそのほぼ
800/oが製造領域(manufacturing)に所属し,戟
りの20%がその他の多くの職能領域に分散して
いることが理解できた｡したがって,製造部門に
焦点があてられることになった55)｡
(彰コンビテンシー･モデルの作成
先の技術者の例と同様に, SPS内のラムラーに
より開発されたラムラー･コンビテンシー･モデ
ルのフォーマットを利用してモデル化された｡
面接,調査,それらの分析により収集された
データの利用と,管理評価グループとの密接な作
業により職場リーダーと呼ばれる新しいモデルが
開発された｡ ｢監督者｣というタイトルは,その
主要な責任が生産を駆り立てる製造部門の専制的
な統率者という旧いモデルをイメージさせる響き
をもっている｡必要とされる役割における重大な
変更は,そうした変更を成就するために必要とさ
れる本質的に異なるスキル日録(inventoⅣ)を
もたらした｡ MUの主張では,承認後には多くの
組織で利用されるように可能な限り一般的なモデ
ルを作成した｡半導体の領域内で適切な専門的訓
練を実施できるように特定の領域では詳細なまま
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砿抄
職場リーダーのジョブ･モデル
広範な資料収集に基づき,過渡期の職場リーダー(First-Time/First-Line Leader : FTFLL)のために以下のよ
うなジョブ･モデルが導き出された｡実質的に, FTFLLは監督者を含む最下層レベルのリーダーである｡
1.方針の設定
FTFLLは,作業グループあるいはチームがビジョン,ミッション,目標および目的を設定する際,その指導にあ
たり,そのメンバーがビジョン,ミッション,目標および目的を認識できるように支援し,それらを達成できるよう
に動機づけを行う｡
コンビテンシー
･グループ作業の方向性を設定するために,チームメンバーとともにビジョン,ミッション,目標および目的を明確
に定義できる能力(abHity)0
･ビジョン,ミッション,目標および目的を達成できるように作業グループからコミットメントを獲得できる能力｡
･ビジョン,ミッション,目標および目的を達成できるように従業員を奨励し,動機づけ,彼らに賞賛あるいは顕彰
を提供できる能力｡
･作業の遂行において適切なスタイルを設計できるように,経営理念と一致する特定の役割行動および価値を実証で
きる能力｡
･ビジョン,ミッション,目標および目的を達成できるように作業グループの活動を明確にし,優先順位を決定する
ことができる能力｡
2.対人関係の管理
FTFLLは,作業グループメンバー間の協働と凝集力を促進する｡彼らは.作業を遂行するために適切な場合には
チームアブD-チを利用する.彼らはチームの活用に関する法的なパラメータ-に熟知しており,チームの適用には
そのようなパラメーターを順守する｡彼らは,問題解決や意思決定への参カロを奨励するような作業環境を形成する0
彼らは,作業グループもしくはチームメンバーに権限や責任を委譲する｡さらに,彼らは,自主管理方式で作業して
いる場合には,問題解決や意思決定へ参加することができるように作業グループもしくはチームメンバーを奨励する｡
彼らは,作業グループもしくはチームのメンバーの間で信頼関係を発展させるように管理するのと同様に,彼ら自身
と作業グループもしくはチームメンバーとの間の信頼関係を構築する｡彼らは,必要な時には作業グループもしくは
チームメンバーの間での不和を解決するように指導する｡
主要任務
･チーム(作業グループ)メンバーは,問題を解決し,仕事を割り当て,最下位の監督とコミュニケーションをとるo
･チーム(作業グループ)メンバーは,協働する機会を認識し,実施する｡
･チーム(作業グループ)は法律の準拠枠内で活動する｡
･チーム(作業グループ)は柔軟であり,課業を遂行する際にアイディアの共有と協力を奨励する｡
コンビテンシ一
･日常的な管理を最小限にするために最下層にまで作業を委譲できる能力(ability)0
･問題解決へとチームを指導するために他の解決法を示唆できる能力｡
･意思決定問題に介入する場合でもしない場合でも確認できる能力｡
･様々なコミュニケーション手段や方法を利用して,個人にもグループにも公式･非公式に情報を伝達できる能力｡
･信頼関係と協力を構築するために,他のメンバーと効果的に相互活動できる能力｡
･グループ内部のコンフリクトを管理し,生産的労働関係を維持するためにコンフリクトを管理するようにグループ
を訓練できる能力｡
･協力的で参加的な作業環境を構築するために, FTFLLは適切な行動の期待を形成し,適切な行動に報いるための
能力を持たなければならない｡
･チームを適切に活用するために, FTFLLはチームの形成が適切である状況を認識し,チームを実施する方法をメ
ンバーに指導し,適切な行動に報い,モトローラの最新の方針をチームに適用する能力を持たなければならない｡
出所Jeremle Hlll G｢ey and Sa｢abeth Simpson (1998) "A New Model of Leade｢shlP-Developlng and lmplementlng a Competency
Model and an Integrated Human Resou｢ces System fo｢ Fl｢St-Llne Leade｢s at Moto｢ola Semiconducto｢ P｢oducts Secto｢.
En Davld D. DubolS (ed ) The Competency Casebook : Twelve Studies in Competency-Based Pedormance Improvement. HRD P｢ess. pp. 204
-205, FlgUre5. SlmPllfled Ve｢sl0n Of ModeIより作成o
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亡=》
コンビテンシー･フォーマットの例
l.0方針の設定 
任務:チーム.メンバーの活 ??｢ﾈ6?ｸ8?ﾈ7(5x8x92ﾈ7?(5h8x92ﾉmｩUx*?h-?ｩ4??)?,X*ｸ.?h*H,倡?x+x.?
環境の設定 
コンビテンシー 冦ｩUr?P練方法 
1.1グループの活動の方向を設 ????8ｨ?5?ｸ,ﾒﾈ6?ｸ8?h,b?梶[ダーシップ原理 
定するために,ビジョン, ???(5x8x92ﾈ7?(5h8x92ﾂ?梶[ダーシップ 
ミッション,目標及び目的 冦ｩUx*?h-?ｩ4??ﾙ.?x.薬??ﾊ的な製造監督 
を定義する能力0 1.2ビジョン,ミッション,目 豫yyﾙ??,?h.?ｹ?,胤9Dh/?専門的リーグ-シップ 
得ることができる0 1.2職場リーダーはチームからの ?ｨ?5?ｸ5h6(7b??88ﾈ985r??ｸ4?h8x6(7b?i?ｬyyﾘｵｩEﾈﾅ?ｲ?(7?X6ｨ5?ｸ5h8x98ｵｩEﾂ?
標および目的を達成するた ?(7?(6x8?86x/?x,ﾈ.h*H,?相互作用の管理 
めに,作業グループからコ ?X,Hｦﾉ;?Rﾈﾌ(??,ﾉmｩUx."??ﾊ的プレゼンテーション 
ミットメン卜を獲得する能 ?ﾙzｨ/??ｸ8?ﾉmｩUx,h,x,ﾈ.b??ﾊ的ミーティング 
力 1.3ビジョン,ミッション,目 ?H,?X,I4ｸﾘx+8+???h*(*B??ﾊ的リス二ング 
ことを示すことができる0 1.3職場リーダーは,3ケ月間に ?ﾈｭIyﾘ??h蝎?,h486ﾘ7?ｸ5h8x98,ﾈﾜY?峇?Xｻ?ﾒ?
標および目的を達成するた ???况ﾈ?,?ﾈ7?ｸ,ﾈ?裴*?コーチングおよびカウンセリング 
めに,従業員を奨励し動機 ??(,ﾘﾋ?(,??ﾘ*(+x.偖ﾘｼb?]業員との効果的相互作用 
付けるための賞賛あるいは ?X,ﾈｼi?/?8簡+x.?ｹ???
顕彰を提供する能力o ?ｨ?5?ｸ,ﾒﾉ4ｹ?,?ﾈ裴*??*(,ﾘﾋ?(,ﾉy駅????X,I/?麌+x.薬?
出所･ Je｢emle Hlll Grey and Sa｢abeth Simpson (1998) op. cit= p, 209. Flgu｢e7. Sample of SlmPIlfled Competency Formより作成.
にした｡
新しいモデルは,ビジョン,リーダーシップ,
チーム開発,人的資源管理のスキルを重視してい
る｡専門的スキルはいまだ重要であり,事業に関
する知識もますます重視される｡強調されるのは,
もはや製品の産出ばかりではない｡人的資源の成
果に一層高い優先順位が置かれる｡モデルのサン
プルが図表6で示されている｡管理者の批評によ
り単純化したバージョンは図表7である56)｡
③行動目標への翻訳
新しいコンビテンシー･モデルを支援するカリ
キュラムを実施するために,そのモデルは具体的
な行動目標(performance objectives)へと翻訳
される｡モトローラ内には採用あるいは適用する
ことのできる多くの有効なコースが存在していた｡
コスト管理の観点から可能な限り小さなコース
ウェアが設計･開発されることになる｡対象とな
る層の詳細な記述書と行動目標は,既存のコース
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ウェアと調和させることができる｡それは,訓練
方法が具体的に確立されていないスキルでさえも
表現することができるという｡図表8は,行動目
標の一例である57)｡
④報酬との関連と実施に関する課題
モトローラの半導体製造部門では,以上で得ら
れたコンビテンシー･モデルを昇進と報酬に関連
させる努力を開始した｡昇進に関しては,職場
リーダがコンビテンシーを獲得できるように職務
記述書の修正を行い,その職務を単純化するなど
の努力が行われた｡しかし,結論を示せば,報酬
への関連性を確保することはついにできなかっ
た58)｡
6.コンビテンシー･モデリングの
批判的検討
6-1.生産技術の発達と能力形成
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ミニ霊,i
行動目標の例
行動目標　　　職場リーダー
l.l.0　方針の設定
チーム･メンバーの作業が,チームの達成すべきビジョン,使命,目標および目的を支援し,反映する環境
の形成｡
1.1.Oa　会社のビジョン等を認識する
1.1.0.al　訓練の演習として,職場リーダーは会社のビジョン･使命･目標および戦略を単一
ファイルにまとめる｡
1.1.0.a2　職場リーダーは他のリーダーに対し,会社のビジョンの一局面が,どのように自身の
グループに関連しているかを説明するための15分の訓練セッションを提示する｡
1.1.0.b　チームの全般的な方向性を認識する
1.1.0.bl　職場リーダーは,訓練の演習として,グループの全般的な方向性を定義する1ページ
のレポートを準備し,フィードバックのために自身の上司に提示する｡
1.1.0.C　コミュニケーション･スキル(1.2.0.d.も参照せよ)
1.1.0.cl　チーム会議での役割演習の観察の後で,職場リーダーは,チーム･リーダーにより利
用されている3種頬のリス二ンク方法を確認する｡
1.1.0 c2　チーム会議での役割演習の観察の後で,職場リーダーは,チーム･リーダーにより故
意に誤って取扱われている異議に対して公正な対応を形成する｡
1.2.0　対人関係の管理
チーム･メンバーが,問題を解決し,仕事を割りあて,最下層の監督とコミュニケーションをとり,協働の
機会を認識し,実際に協働し,干渉なしに乱蝶を解決し,法律の準拠枠内で活動し,業務を完遂するために
アイディアの共有と協力を促進する環境の創造｡
すべての対人関係の管理業務において利用される共通のスキルと知識
1.2.0.a　リーダーシップ･スキル(1.1.0.8を参照)｡
1.2.0.b　職場リーダーは,自身が現在,参カロしているチームの各メンバーから週間状況報告書を収集する｡
l.2.0.C　職場リーダーは,クル-プの方向性を定義する報告書を準備し,それをフィードバックのために
自身の管理者(もしくは訓練メンター)に提示する｡
l.2,0.d　コミュニケーション･スキル(l.l.0.Cを参照)｡職場リーダーは3人のチーム･メンバーに対す
る調査を指揮し,割当てた活動項目に関して追跡し文書で提示する｡
1.2.0.e　職場リーダーは,実施されたミーティングの際の観察により,各個人のコミュニケーション･ス
タイルをコースで準備したリストにあるスタイルと照合する｡
1.2.0.f　職場リーダーは,チームもしくは訓練グループの十分には知らない3人のメンバーと30分間の非
公式ミーティングを計画する｡
l.2.0.g　リスニング･スキル(l.l.0.clコミュニケーション･スキルを参照せよ)
1.2.0.h　他者の効果的な影響｡
出所Jereme H州Grey and Sarabeth SlmPSOn (1998) op. cit, pp, 2061207. FlgU｢e6. Sample of Pe｢fo｢mance ObJeCtlVeSより作成o
モトローラの技術環境は, 1990年代より急激
に変化した｡そのもとで,モトローラの半導体製
造部門の中心を担う技術者と監督者には,その要
求される要件が変わり,職務内容に大きな変化が
生じた｡本稿では,それをコンビテンシーにより
定義しなおし,職務要件に対応する能力形成を実
施する試みを,高業績業務システムおよび人的資
源管理との関連で検討してきた｡
一般に,アメリカ企業では,従来の細分化され
た｢職務｣ (job)を基盤とする労働様式が変化し
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てきている｡それは,技術革新や職場環境の変化
に従来の職務が対応できていないためである｡
人間労働が,職務として細分化されるというこ
とは, 1960年代後半から1970年代初頭にかけて,
深刻な労働疎外の問題を顕在化させていた｡その
対策として, QWL (労働生活の質改善)や｢労
働の人間化｣ (humanization of work)として知ら
れる｢職務拡大｣ (job enlargement), ｢職務充実｣
(job enrichment) , ｢職務交替｣ (job rotation)など
の｢職務再編｣ (job redesign)や, ｢半自律的作
アメリカ企業における業務システム革新と人的資源管理
業集団｣ (semi-autonomous work group)のよう
なチーム労働制などの諸施策が多くの企業で導入
されていた｡ 1980年代から90年代にかけては,
上場における生産技術職のような定型的な職務が
減り,労働にフレキシビリティが要求され,コン
ピュータや情報技術を介して多様な内容の仕事を
一人の従業員で行なうことや,チームワークなど
グループで従事するようになり,日本企業の雇
用･労働慣行の影響もあり職務編成の概念が大き
く変わってきた｡こうしたことにより,職務を前
提として確立された労働様式とマネジメント･テ
クニックが再編されざるをえなくなったと考えら
れる｡すでに多く見られる職務給(jobevaluation
wagesystem)からスキル･ベースド･ペイ
(skill-based-pay)への賃金システムのシフトは,
賃金決定要素が職務の側から人間の側,特に人間
の能力という要因-とシフトしていることを示し
ている｡このような例からもコンビテンシーは,
アメリカ企業における職務を基盤とする労働様式
の変更に関わる概念として成立したことを理解す
ることができる｡
モトローラでは,こうしたコンビテンシー･モ
デリングを利用して技術者の職務内容の再定義を
行い,その労働が必要とする高度な能力を確定し,
その情報を行動目標(performance objectives)に
変換するプロセスを開始していた｡行動日標は,
モトローラとの提携に不安を抱えている地元の
MCCに対し技術者のための訓練要件を正確に伝
達する手段となる｡ MCCの工学部では,適切な
提供科目を確認するためにこの行動日標を利川し
た｡モトローラの技術者委員会と学部メンバーは
共同で新しいプログラムを開発し実施した｡学部
メンバーは, MUおよび半導体製造部門における
既存の訓練コースの目標を調査し,モトローラの
プログラムのために入学の単位を認定できるよう
にした｡このように,社内に優れた教育機関を設
置しているモトローラにおいて,技術環境の変化
に対応する能力形成を,さらに社外の教育機関を
も利用して実施されていたことは,競争環境の激
化にL白二面したモトローラの競争優位獲得という厳
しい経営課題の一端を示すものである｡しかし,
それ以上に,技術環境 変化が労働力の高度化を
もとめていること,そして,それに対応する教育
訓練･能力開発がいっそう重要性を増しているこ
とを認識させるものである｡
さて,コンビテンシー･モデリングに際して,
技術者および監督者に新しいスキルが要請されて
いるのを確認していることに注意したい｡技術者
には,技術上のスキル以外のスキル領域も関心の
ある問題となった｡それは,チームのリーダー
シップのようなコミュニケーション･スキルであ
る｡技術的スキルに加えて対人関係スキル,コ
ミュニケーション,問題解決テクニックは,あら
ゆるレベルで技術者にとって重要であると考えら
れるようになった｡
また監督者も,職場リーダーとして作業グルー
プメンバー間の協働と凝集力を促進するという新
しいスキルが要請された｡彼らは,問題解決や意
思決定への参加を奨励するような作業環境を形成
し,作業グループもしくはチームメンバーに権限
や責任を委譲する｡)さらに,彼らは,自主管理方
式で作業している場合には,問題解決や意思決定
へ参加することができるように作業グループもし
くはチームメンバーを奨励する｡彼らは,作業グ
ループもしくはチームのメンバーの間で調和を発
展させるように管理するのと同様に,彼ら白身と
作業グループもしくはチームメンバーとの間の信
頼関係(rapport)を構築する｡彼らは,必要な
時には作業グループもしくはチームメンバーの間
での不利を解決するように指導する｡こうしたス
キルは,細分化された職務として業務が遂行され
る場合には必要とはならず,業務がチームとして
遂行される場合,初めて必要とされるものである｡
しかしこうしたことは,あくまでも基幹的労働
者に限定されていることに注意しなければならな
い｡
6-2.コンビテンシー･モデリング批判
こうしたコンビテンシー･モデリングの実務に
は,完成に責任を負い,実施の際,継続的な監視
を行うクロス･ファンクショナル･チームの技術
者委員会が創設されたことに注意したい｡後に製
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造部門教育委員会と名前を変えるこの委員会は,
製造部門の管理者によって指揮され, SPSの教育
部門の管理者と教育企画担当者によって支援され,
工場内の様々なグループの代表者と人的資源管理
の専門家から構成されていた｡このように,委員
会を設置し,職務内容や労働条件の変更に関わる
業務革新の事項に企業内の各担当者が関与できる
体制が形成されたことは,労働者が自らの労働条
件を自らが確定できる可能性が生まれたと考える
こともできる｡しかし,それらの革新は一般的に
はアメリカにおける労働組合運動の停滞と並行し
て行なわれていることに注意しなければならな
い59)｡それは職務に基づく労働様式の変化に労働
組合が十分に対応できておらず,労働条件等の悪
化に対応できない可能性があることを意味してい
る｡特に,モトローラの場合,労働組合は存在し
ておらず,こうした委員会のメンバーが各組織の
代表者と人的資源管理の専門家から構成されてい
る現状で,一般技術者や作業員の要求がどのよう
に反映されるのか疑問である｡
さらに,コンビテンシー･モデリングには,カ
テゴリーごとに｢高業績者｣の業績が標準となる
ことに注意したい｡技術者の場合,一般技術者が
最良の技術者と同程度の業績を達成することがで
きるように,最良の技術者の行動を確認し,その
必要要件と訓練プログラムを確立することにより,
最良の技術者の｢クローン｣が作成された｡委員
会では各組織の代表者に,各組織で3人の｢高業
績者｣を確認するように依頼した｡次いで,高業
績者が何をどのように行っているか,一般技術者
がその技能を学習し,応用することができるよう
に解決されなければならない組織上の問題とは何
かを正確に確認するために面接調査を実施した｡
SPS内の9組織からは,様々な技術者の機能グ
ループを代表する26人の高業績技術者が確認さ
れ, 2時間から4時間の面接が行われた｡
監督者/リーダーの新しいモデルを設計するた
めにも,優秀と考えられる監督者(エキスパー
ト)のベスト･プラクティスを把握することが必
要とされた｡それは,もとよりその他の監督者が
高水準の業績を達成できるように支援する要件や
訓練プログラムを確立するためである｡そのため,
ここでもエキスパートの選考基準に基づき, 36
人の監督者が選考され,そのうちの24人と面接
調査が実施された｡
このように,高業績者の業績や行動特性を標準
化し職務編成をするところに,コンビテンシー･
モデリングの特質を見ることができる｡しかもそ
れは,管理要素としてのコンビテンシーという,
すでに企業に,あるいは資本や利潤の蓄積に対し
て貢献した高業績者の能力や行動特性を標準とす
ることにより,企業の全構成員を企業の目的や戦
略,理念,文化に効果的に適合させることが可能
となる新しい経営秩序を提供しようとするもので
ある｡しかし,その労働は一般の従業員にとって
必ずしも期待できるものではない｡教育･能力開
発の対象者である基幹的労働者であってもその標
準は厳しいものであり,自らの労働条件を悪化さ
せ,さらにはその地位を脅かすものとなる可能性
は否定しえない｡
本研究ではモトローラにおける非典型雇用など
不安定雇用労働者の存在に言及することはできな
かったが,業務システム革新のもとにあり,その
利益の一部を享受することのできる基幹的労働者
といえども労働条件をめぐり不安定雇用労働者な
どとの連携が必要となるであろう60)｡ ｢高業績業
務システム｣の一例と考えられるコンビテン
シー･モデリングに基づく業務システム革新の評
価すべき点を労働者間で共有するために新しい協
働秩序の形成が課題となる｡
付記
本研究は,専修大学商学研究所プロジェク研究助成に
よる研究成果の一部である｡記して謝意を表したい｡
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